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国際知的財産保護フォーラム（IIPPF）は、６月９日から１２日にかけて、第

１プロジェクトの守屋文彦幹事を団長とする第６回官民合同訪中団を北京へ派

遣した。 

中国では、近く専利法が改正される見込みである。こうした中、一行は知財

権制度の研究を行う中国社会科学院知識産権中心、法律草案の審査･修正などを

行う国務院法制弁公室を訪問し、専利法改正･案に対する日本側の要望を提示し、

意見交換を行った。 

また、１１日午後には中国各 IPG の幹部と事務局員を招き、今後の IIPPF と

の協力方法等について議論した。 

 

 

１．中国側機関との意見交換  

 

要請 

①専利法改正案 72 条について 

○ 侵害者が合理的費用を支払うことで、差し止めが不可となる規定を削

除。 

○ 損害賠償請求権の時効後に提訴する場合、提訴直前の 2 年間の損害賠

償責任を侵害者に求償できないとの規定を削除。 

 

②同 75 条について 

○ 侵害行為に公益性があると解釈されると、侵害者が合理的費用を支払

うことで差し止め不可となる事態を懸念。→既存の法律の枠内で対応

すべき。 

 

③同 27 条 6 項について 

○ 遺伝資源の「ソース」（特に「原始ソース」）を明記することは、出願

人に過度の負担となるため、義務付けない。 

○ 「ソース」の記載が不要となる理由、並びにその妥当性を判断するプ

ロセスを明確に規定すべき。 

 

所感 

 

○ 中国は、「発明創造を中国国内で広く活用する」ことを基本理念として、

72 条、75 条を草案化。うち、72 条については、抜本的な見直しは難しい



と感じる。今後は、実施細則または司法解釈に、差し止めを認めない場

合の具体的基準が盛り込まれるかが焦点。 

○ 中国は遺伝資源大国との意識を持っており、こうした資源が国外へ流出

する事態を防ぎたいと考えている。27 条第 6 項については、同様に抜本

的な見直しは難しいと予想される。原始ソースについては、これを記載

できない理由に業者の守秘義務などを盛り込められると、実害は少ない

とみられる。 

 

 

２．IIPPF・IPG 間の意見交換会 

 

（1） 「要請事項把握等のためのアンケート調査」取り纏め結果 

 

○ IIPPF では 08 年 5 月、IIPPF 及び IPG のメンバーを対象に、知財権侵害

問題に係る中国政府機関別の要望についてアンケートを実施。約 90 社か

ら回答。 

○ 機関別では、商標局、SIPO 及び税関などが多い。要望では、巧妙化対策、

全国の行政機関における判断基準及び行政罰の統一などが主。 

 
（2）政府機関別論点の検討(海関等) 

 
○ 中央と現場間で法律の運用面で差がある点などを踏まえ、多くの部品を

扱う企業は税関での抜き打ち検査を免除されるホワイトリストの提出に

消極的。対応可能な企業が提出すれば良い。 
○ ホワイトリストを提示しなくても、識別に必要な情報を海関へ提供する

方法もある。 
 

（3）今後の打ち手と深耕方法に関する IIPPF･各 IPG 間の連携と連動について 

 

○ 08 年の実務レベルは、テーマ毎に実施される予定。ハイレベルについて

は、これまで毎年派遣しており、今年も 11 月もしくは 12 月に実施した

方が良いと思われる。 

○ 5 月の日中首脳会談の際に発表された日中共同声明の中で、知的財産権保

護を明記。既存のワーキングメカニズム（官民合同ミッション）を利用

し、両国間の交流を強化する旨が謳われており、ミッション派遣時にこ

の合意事項を活用。 

○ 中長期戦略について、秋口に 1～2 日かけ議論すべき。参考となる事実、

双方に期待する点、ビジョンを共有することが当面の目標。 

○ まずは、政府機関別論点シート、及び過去の中国政府機関向けセミナー

で挙がった課題と当局側の要望等を踏まえ、今後の打ち手を探る。秋口

まで待つことなく、機会を捉え、打ち手に関する IPG・IIPPF 間での情報

交換を進めて行く。                    以上 
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